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決 算 取 締 役 会 開 催 日 平成16年 3月23日 中 間 配 当 制 度 の 有 無 有
定 時 株 主 総 会 開 催 日 平成16年 4月27日 単 元 株 制 度 採 用 の 有 無 無       

1. 16年 1月期の業績（平成15年 2月 1日～平成16年 1月31日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 1月期        7,089    17.8       1,264   172.8       1,164   166.6

15年 1月期        6,016    22.4         463－          437－

潜 在 株 式 調 整1株 当 た り 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高
後 １ 株 当 た り当 期 純 利 益 当 期 純 利 益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率当 期 純 利 益

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
16年 1月期          385    99.9     20,727.36     18,788.91     4.5    12.1    16.4

15年 1月期          192－      11,385.23     10,376.10     2.8     5.9     7.3

(注 )1.期中平均株式数 16年 1月期         18,600株 15年 1月期         16,938株
2.会計処理方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )配当状況

1株当たり年間配当金 配 当 金 総 額 株 主 資 本
配 当 性 向( 年 間 ) 配 当 率中 間 期 末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
16年 1月期           0.00          0.00          0.00－ － －

15年 1月期           0.00          0.00          0.00－ － －

(注 )16年 1月期期末配当金の内訳 記念配当           0円 00銭 特別配当           0円 00銭

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

16年 1月期       10,793       9,332     86.5     456,011.14

15年 1月期        8,422       7,787     92.5     425,365.30

(注 )1.期末発行済株式数 16年 1月期         20,466株 15年 1月期         18,307株
2.期末自己株式数 16年 1月期              0株              0株15年 1月期

2. 17年 1月期の業績予想 （平成16年 2月 1日～平成17年 1月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

中 間 期 末
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期        3,341         359         208          0.00－ －

通 期        8,440       1,905       1,105－           0.00          0.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )      53,998円 03銭

上 記 記 載 金 額 は 、 百 万 円 未 満 を 切 捨 て て 表 示 し て お り ま す 。
上 記 予 想 に 関 す る 事 項 は 、 平 成16年 １ 月 期 決 算 短 信 （ 連 結 ） の 添 付 資 料 のP10を ご 参 照 く だ さ い 。



－  － 
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１．個別財務諸表等

(1) 貸借対照表     

  
第 20 期 

(平成16年１月31日) 
第 19 期 

(平成15年１月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

増 減 
金 額 
(△印減)

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１． 現金及び預金 *2 4,865,480 3,010,650  1,854,830

２． 受取手形  10,185 －  10,185

３． 売掛金 *1 2,093,607 1,857,377  236,229

４． 仕掛品  724,651 342,606  382,045

５． 前渡金 *1 － 8,715  △8,715

６． 前払費用  179,383 163,458  15,925

７． 繰延税金資産  79,346 －  79,346

８． その他 *1 85,195 45,136  40,058

 貸倒引当金  △5,167 △3,608  △1,559

 流動資産合計  8,032,683 74.4 5,424,336 64.4 2,608,347

Ⅱ 固定資産    

１． 有形固定資産    

(1) 建物  399,354 295,286   

 減価償却累計額  108,281 291,072 97,742 197,544  93,528

(2) 器具備品  457,287 342,493   

 減価償却累計額  223,948 233,339 166,156 176,337  57,002

(3) 土地  126,899 126,899  －

 有形固定資産合計  651,311 6.0 500,780 6.0 150,530

２． 無形固定資産    

(1) 特許権  56,070 36,732  19,337

(2) 商標権  58,140 22,702  35,437

(3) ソフトウェア  101,834 92,155  9,679

(4) ソフトウェア仮勘定  183,543 －  183,543

(5) 電話加入権  3,060 3,060  －

 無形固定資産合計  402,649 3.8 154,651 1.8 247,998

３． 投資その他の資産    

(1) 投資有価証券  106,876 239,760  △132,884

(2) 関係会社株式  591,277 1,168,765  △577,487

(3) 出資金  12,584 21,049  △8,464

(4) 関係会社出資金  193,002 193,002  －

(5) 関係会社長期貸付金  509,184 572,752  △63,568

(6) 長期前払費用  1,718 39,976  △38,257

(7) 敷金保証金  94,017 99,790  △5,773

(8) 繰延税金資産  457,485 －  457,485

(9) その他  24,280 48,664  △24,383

 貸倒引当金  △283,634 △41,066  △242,568

 投資その他の資産合計  1,706,792 15.8 2,342,694 27.8 △635,902

 固定資産合計  2,760,753 25.6 2,998,126 35.6 △237,373

 資産合計  10,793,436 100.0 8,422,463 100.0 2,370,973



     

  
第 20 期 
 

(平成16年１月31日) 

第 19 期 
 

(平成15年１月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

増 減 
金 額 
(△印減)

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１． 買掛金 *1 368,324 206,275  162,048

２． 未払金 *1 392,518 136,417  256,100

３． 未払法人税等  249,062 3,800  245,262

４． 未払消費税等  65,932 90,693  △24,761

５． 前受金 *1 158,448 －  158,448

６． 預り金  40,269 13,868  26,400

７． 賞与引当金  107,519 100,494  7,024

８． 新株引受権  － 10,350  △10,350

９． その他  11,070 6,368  4,701

 流動負債合計  1,393,143 12.9 568,267 6.7 824,875

Ⅱ 固定負債    

１． 繰延税金負債  － 20,219  △20,219

２． 退職給付引当金  67,569 46,813  20,755

 固定負債合計  67,569 0.6 67,032 0.8 536

 負債合計  1,460,712 13.5 635,300 7.5 825,412

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 *3 4,653,532 43.1 － － 4,653,532

Ⅱ 資本剰余金    

 資本準備金  5,337,257 －  5,337,257

 資本剰余金合計  5,337,257 49.4 － － 5,337,257

Ⅲ 利益剰余金    

 当期未処理損失  657,095 －  657,095

 利益剰余金合計  657,095 △6.0 － － 657,095

Ⅳ その他有価証券評価差額金  △971 △0.0 － － △971

 資本合計  9,332,724 86.5 － － 9,332,724

     

Ⅰ 資本金 *3 － － 4,064,254 48.3 △4,064,254

Ⅱ 資本準備金  － － 4,737,629 56.2 △4,737,629

Ⅲ 欠損金    

 当期未処理損失  － 1,042,642  △1,042,642

 欠損金合計  － － 1,042,642 △12.3 △1,042,642

Ⅳ その他有価証券評価差額金  － － 27,922 0.3 △27,922

 資本合計  － － 7,787,162 92.5 △7,787,162

 負債・資本合計  10,793,436 100.0 8,422,463 100.0 2,370,973

   － 52 －



(2) 損益計算書     

  

第 20 期 
 

（自 平成15年２月１日 
 至 平成16年１月31日） 

第 19 期 
 

（自 平成14年２月１日 
 至 平成15年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

増 減 
金 額 
(△印減)

     

Ⅰ 売上高    

１． 製品売上高  4,502,442 3,964,475   

２． ロイヤリティー収入  2,587,432 7,089,875 100.0 2,052,172 6,016,648 100.0 1,073,226

Ⅱ 売上原価    

１． 当期製品製造原価  2,487,756 1,965,202   

２． ロイヤリティー原価  328,589 2,816,345 39.7 137,167 2,102,370 34.9 713,975

 売上総利益  4,273,529 60.3 3,914,278 65.1 359,251

Ⅲ 販売費及び一般管理費 *1,*3 3,008,875 42.5 3,450,682 57.4 △441,806

 営業利益  1,264,653 17.8 463,595 7.7 801,058

Ⅳ 営業外収益    

１． 受取利息  5,130 3,964   

２． 受取配当金  225 600   

３． 受取賃貸料  803 1,272   

４． 高度人材確保助成金  － 8,102   

５． 付加価値税還付金  1,262 8,449   

６． 受取オプション料  1,380 －   

７． その他  2,053 10,856 0.2 2,376 24,765 0.4 △13,909

Ⅴ 営業外費用    

１． 支払利息  24 172   

２． 新株発行費  8,576 14,389   

３． 為替差損  100,097 31,587   

４． その他  1,861 110,560 1.6 5,173 51,323 0.8 59,236

 経常利益  1,164,950 16.4 437,038 7.3 727,912

Ⅵ 特別利益    

１． 投資有価証券売却益  16,313 1   

２． 貸倒引当金戻入益  4,490 －   

３． 関連会社清算分配金  29,124 49,927 0.7 － 1 0.0 49,925

Ⅶ  特別損失    

１． 固定資産除却損 *2 35,630 10,573   

２． 関係会社株式評価損  752,987 140,000   

３． 投資有価証券評価損  30,000 10,300   

４． 出資金投資損失  3,657 7,593   

５． 貸倒引当金繰入額  283,634 40,000   

６． 貸倒損失  － 1,105,910 15.6 31,919 240,387 4.0 865,523

 税引前当期純利益  108,967 1.5 196,652 3.3 △87,685

 法人税、住民税及び事業税  259,549 3,800   

 法人税等調整額  △536,129 △276,579 △3.9 － 3,800 0.1 △280,379

 当期純利益  385,547 5.4 192,852 3.2 192,694

 前期繰越損失  1,042,642 1,235,495  △192,852

 当期未処理損失  657,095 1,042,642  △385,547

 

   － 53 －



 

(3) 損失処理案    

  

第 20 期 
 

（自 平成15年２月１日 
至 平成16年１月31日） 

第 19 期 
 

（自 平成14年２月１日 
 至 平成15年１月31日） 

区分 
注記
番号 

 金額（千円）   金額（千円）  

    

Ⅰ 当期未処理損失  657,095  1,042,642

Ⅱ 次期繰越損失  657,095  1,042,642

   － 54 －



重要な会計方針  

項  目 

第 20 期 
 

（自 平成15年２月１日 
  至 平成16年１月31日） 

第 19 期 
 

（自 平成14年２月１日 
  至 平成15年１月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

    同  左 

 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

    同  左 

 

 

 

時価のないもの 

    同  左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

（1）仕掛品 

個別法による原価法 

（1）仕掛品 

      同  左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

定率法 

 なお、主な耐用年数は以下のと

おりです。 

建物：   ６～47年 

器具備品： ４～８年 

 ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物付属設備を除

く）については、定額法を採用して

おります。 

(1) 有形固定資産 

同  左 

 (2) 無形固定資産 

定額法 

 なお、ソフトウェア（自社利用

分）については、社内における利用

可能期間（３～５年）に基づいて定

額法によっております。 

(2) 無形固定資産 

定額法 

 なお、ソフトウェア（自社利用

分）については、社内における利用

可能期間（５年）に基づいて定額法

によっております。 

 (3) 長期前払費用 

定額法 

(3) 長期前払費用 

同  左 

４．繰延資産の処理方法 (1) 新株発行費 

支出時に全額費用として処理し

ております。 

(1) 新株発行費 

同  左 

 

 

 

 

 

 

 

   － 55 －



項  目 

第 20 期 
 

（自 平成15年２月１日 
  至 平成16年１月31日） 

第 19 期 
 

（自 平成14年２月１日 
  至 平成15年１月31日） 

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

同  左 

６．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。 

(1) 貸倒引当金 

    同  左 

 (2) 賞与引当金 

従業員の賞与支払に備えるた

め、会社が算定した支給見込額の当

期負担額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

同  左 

 （追加情報） 

賃金規程を改定し、５月１日から

10月31日まで及び11月１日から４月

30日までの支給対象期間を２月１日

から７月31日まで及び８月１日から

１月31日までに変更することと致し

ました。なお、移行措置として、平

成16年７月支給賞与の支給対象期間

を平成15年11月１日から平成16年１

月31日までとしております。 

この変更に伴い、従来の方法に

よった場合に比べ、営業利益、経常

利益及び税引前当期純利益は26,023

千円それぞれ減少しております。 

 

 (3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、退職給付会計に関する実務指針

（中間報告）（日本公認会計士協会

会計制度委員会報告第13号）に定め

る簡便法（期末自己都合要支給額を

退職給付債務とする方法）により、

計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

同  左 

７．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同  左 

   － 56 －



項  目 

第 20 期 
 

（自 平成15年２月１日 
  至 平成16年１月31日） 

第 19 期 
 

（自 平成14年２月１日 
  至 平成15年１月31日） 

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1) 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。 

(1) 消費税等の会計処理 

同  左 

 (2) 自己株式及び法定準備金の取崩等に

関する会計基準 

当事業年度から「自己株式及び法

定準備金の取崩等に関する会計基

準」（企業会計基準第１号）を全面

的に適用しております。これによる

当事業年度の損益に与える影響はあ

りません。 

なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における貸借対照表

の資本の部については、改正後の財

務諸表等規則により作成しておりま

す。 

            

 (3) １株当たり情報 

「１株当たり当期純利益に関する

会計基準」（企業会計基準第２号）

及び「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第４号）が平成1４年４

月１日以後開始する事業年度に係る

財務諸表から適用されることになっ

たことに伴い、当事業年度から同会

計基準及び適用指針によっておりま

す。なお、これによる影響について

は、「１株当たり情報に関する注

記」に記載しております。 

            

   － 57 －



  

追 加 情 報  

第 20 期 
 

（自 平成15年２月１日 
  至 平成16年１月31日） 

第 19 期 
 

（自 平成14年２月１日 
  至 平成15年１月31日） 

               自己株式及び法定準備金取崩等会計について 

 当期より「企業会計基準第１号 自己株式及び法定

準備金の取崩等に関する会計基準」（平成14年２月21

日 企業会計基準委員会）を適用しております。これ

による当期の損益に与える影響はありません。 

 

  

注 記 事 項  

（貸借対照表関係）  

第 20 期 
 

（平成16年１月31日） 

第 19 期 
 

（平成15年１月31日） 

*１ 関係会社に対する資産及び負債 

区分掲記されたもの以外に各科目に含まれている関

係会社に対するものは次のとおりであります。 

*１ 関係会社に対する資産及び負債 

区分掲記されたもの以外に各科目に含まれている関

係会社に対するものは次のとおりであります。 

 売 掛 金 296,187 千円  売 掛 金 186,171 千円 

 流動資産・その他 81,367 千円  前 渡 金 4,935 千円 

 買 掛 金 211,014 千円  流動資産・その他 42,809 千円 

 未 払 金 52,896 千円  買 掛 金 83,669 千円 

 前 受 金 876 千円  未 払 金 25,501 千円 

     

*２ 担保提供資産 

  （担保に供している資産） 

*２ 担保提供資産 

  （担保に供している資産） 

 定 期 預 金 500,000 千円  定 期 預 金 500,000 千円 

  （上記に対応する債務）    （上記に対応する債務）  

 関係会社の短期借入金 302,000 千円  関係会社の短期借入金 330,000 千円 

  

*３ 会社が発行する株式及び発行済株式の総数 *３ 会社が発行する株式及び発行済株式の総数 

 授 権 株 式 数 普通株式 61,008 株  授 権 株 式 数 61,008 株 

 発 行 済 株 式 総 数 普通株式 20,466 株  発 行 済 株 式 総 数 18,307 株 

       

４ 資本の欠損の額は657,095千円であります。                
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（損益計算書関係）  

第 20 期 
 

（自 平成15年２月１日 
   至 平成16年１月31日） 

第 19 期 
 

（自 平成14年２月１日 
   至 平成15年１月31日） 

*１ 販売費及び一般管理費 *１ 販売費及び一般管理費 

販売費に属する費用のおおよその割合は25.5％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

74.5％であります。主要な費目及び金額は、次のとお

りであります。 

販売費に属する費用のおおよその割合は22.8％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

77.2％であります。主要な費目及び金額は、次のとお

りであります。 

 給 与 手 当 583,319 千円  広 告 宣 伝 費 172,735 千円 

 賞与引当金繰入額 11,489 千円  給 与 手 当 526,736 千円 

 減 価 償 却 費 62,112 千円  賞与引当金繰入額 32,639 千円 

 研 究 開 発 費 1,049,678 千円  減 価 償 却 費 61,169 千円 

    研 究 開 発 費 1,514,468 千円 

       

*２ 固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。 *２ 固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。 

 建 物 25,102 千円  建 物 172 千円 

 器 具 備 品 5,528 千円  器 具 備 品 818 千円 

 ソ フ ト ウ ェ ア 5,000 千円  ソ フ ト ウ ェ ア 9,582 千円 

  

*３ 研究開発費の総額 *３ 研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費  一般管理費に含まれる研究開発費  

  1,049,678 千円   1,514,468 千円 
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（リース取引関係）  

第 20 期 
 

（自 平成15年２月１日 
   至 平成16年１月31日） 

第 19 期 
 

（自 平成14年２月１日 
   至 平成15年１月31日） 

１. リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１. リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  

  

(2) 未経過リース料期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

 １ 年 内 38,168 千円  １ 年 内 43,762 千円 

 １ 年 超 31,004 千円  １ 年 超 66,570 千円 

 合 計 69,172 千円   合 計 110,332 千円  

        

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

 支 払 リ ー ス 料 47,452 千円  支 払 リ ー ス 料 51,175 千円 

 減 価償却費相当額 42,702 千円  減 価償却費相当額 46,342 千円 

 支 払 利 息 相 当 額 3,661 千円  支 払 利 息 相 当 額 5,321 千円 

        

(4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同   左 

  

(5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については利

息法によっております。 

同  左 

  

２. オペレーティング・リース取引 ２. オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 

 １ 年 内 1,695 千円  １ 年 内 1,986 千円 

 １ 年 超 2,053 千円  １ 年 超 2,053 千円 

 合 計 3,749 千円   合 計 4,040 千円  

 

取得価額 
相 当 額 

 
（千円） 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 
（千円） 

期末残高
相 当 額

 
（千円）

器 具 備 品 204,700 144,803 59,897

ソフトウェア 7,783 4,942 2,841

そ の 他 2,781 162 2,619

合 計 215,265 149,907 65,357

 

 

取得価額
相 当 額

 
（千円）

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 
（千円） 

期末残高
相 当 額

 
（千円）

器 具 備 品 227,836 127,249 100,586

ソフトウェア 12,229 7,386 4,842

合 計 240,065 134,636 105,429

 

－  － 
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（有価証券関係） 

 当事業年度（自平成15年２月１日 至平成16年１月31日）及び前事業年度（自平成14年２月１日 至平成15年１

月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

（税効果会計関係） 

第  20  期 
 

（平成16年１月31日） 

第  19  期 
 

（平成15年１月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産 （千円） 繰延税金資産 （千円）

貸倒引当金損金算入限度超過額 119,372 退職給付引当金損金算入限度額超過額 14,352

賞与引当金損金算入限度額超過額 39,909 投資有価証券評価損否認 183,899

退職給付引当金損金算入限度額超過額 

減価償却費限度超過額 

23,948

38,520

賞与引当金損金算入限度額超過額 

繰越欠損金 

20,408

274,397

投資有価証券評価損否認 479,547 繰延税金資産小計 493,059

未払事業税 27,393 評価性引当額 △493,059

その他 14,757 繰延税金資産の合計 －

繰延税金資産小計 743,450  

評価性引当額 △206,617 繰延税金負債 

繰延税金資産の合計 536,832 その他有価証券評価差額金 20,219

 繰延税金負債の合計 20,219

 繰延税金負債の純額 20,219

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率の差異の原因となった主項目の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率の差異の原因となった主項目の内訳 

法定実効税率 42.0％ 法定実効税率 42.0％

（調整） （調整） 

交際費等永久に損金に算入されない項目 11.0％ 交際費等永久に損金に算入されない項目 4.3％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △11.3％ 受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.1％

住民税均等割等 3.5％ 住民税均等割等 1.9％

評価性引当額 △256.8％ 評価性引当額 △45.5％

研究開発費等の特別控除 △41.4％ その他 △0.7％

その他 △0.8％ 税効果会計適用後の法人税等負担率 1.9％

税効果会計適用後の法人税等負担率 △253.8％  

  
  

３．「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法

律第９号）が平成15年３月31日に交付されたことに

伴い、当期の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算

（平成17年２月１日以降解消が見込まれるものに限

る。）に使用した法定実効税率は、前期の42.0％か

ら40.7％に変更されました。この変更による当期の

財務諸表への影響はありません。 

＿＿＿＿＿ 

 

－  － 
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（１株当たり情報）  

第20期 
 

（自 平成15年２月１日 
   至 平成16年１月31日） 

第19期 
 

（自 平成14年２月１日 
    至 平成15年１月31日） 

１株当たり純資産額 456,011.14 円 １株当たり純資産額 円

１株当たり当期純利益金額 20,727.36 円 １株当たり当期純利益金額 

425,365.30

11,385.23 円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

  18,788.91 円   10,376.10 円

  

当事業年度より「１株当たり当期純利益に関する会

計基準」（企業会計基準 第２号）及び「１株当たり

当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針 第４号）を適用しております。 

なお、同会計基準及び適用指針を前事業年度に適用

して算定した場合の１株当たり情報については、以下

のとおりとなります。 

 

 

１株当たり純資産額 425,365.30 円  

１株当たり当期純利益金額 11,385.23 円  

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額  

 10,346.33 円   

（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

 第20期 
 

（自 平成15年２月１日 
  至 平成16年１月31日） 

第19期 
 

（自 平成14年２月１日 
  至 平成15年１月31日） 

１株当たり当期純利益金額  

当期純利益（千円） 385,547 － 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 385,547 － 

期中平均株式数（株） 18,600.90 － 

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） 1,919.05 － 

（うち新株引受権附社債（旧商法第341条ノ８ 

の規定に基づくもの）） 
1,521.78 － 

（うち新株予約権（旧商法第280条ノ19の規定に 

基づくもの）） 
107.76 － 

（うち新株予約権（商法第280条ノ20及び21  

の規定に基づくもの）） 
289.51 － 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり当期純利益の算定に

含めなかった潜在株式の概要 

－ － 

 

 

－  － 
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（重要な後発事象） 

第20期 
 

（自 平成15年２月１日 
   至 平成16年１月31日） 

第19期 
 

（自 平成14年２月１日 
    至 平成15年１月31日） 

１．株式の分割 

平成16年３月23日開催の取締役会の決議に基づ

き、次のとおり株式分割による新株式を発行する

予定であります。 

 

＿＿＿＿＿ 

（1）平成16年７月20日付をもって、普通株式１株を５

株に分割いたします。 

 

 

（2）分割の方法 

平成16年５月31日最終の株主名簿及び実質株主名

簿に記載または記録された株主の所有株式数を１

株につき５株の割合をもって分割いたします。 

 

 

（3）分割により増加する株式数 

普通株式 平成16年５月31日最終の発行済株式

総数に４を乗じた株式株 

 

（4）配当起算日 

平成16年２月１日 

 

当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前期における１株当たり情報及び当期首に行

われたと仮定した場合の当期における１株当たり

情報は、それぞれ以下のとおりとなります。 

 

当事業年度 前事業年度 

１株当たり純資産額 

91,202.23円 

１株当たり純資産額 

85,073.06円

１株当たり当期純利益金額

4,145.47円 

１株当たり当期純利益金額

2,277.05円

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額 

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額 

3,757.78円 2,075.22円

 

 

 

－  － 
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第20期 
 

（自 平成15年２月１日 
   至 平成16年１月31日） 

第19期 
 

（自 平成14年２月１日 
    至 平成15年１月31日） 

２．平成16年３月12日開催の取締役会において、連結

子会社である株式会社アクセス・システムズ・ア

メリカ・インク（当社出資比率100％）の清算を決

議いたしました。 

 

＿＿＿＿＿ 

（1）清算される子会社の概要 

①社名 

株式会社アクセス・システムズ・アメリカ・イン

ク 

②所在地 

米国カリフォルニア州フリーモント 

③資本金 

6,450千米ドル 

④主な事業内容 

北米・南米市場向けの当社製ソフトウェアの開

発・販売 

 

 

（2）清算の理由 

アクセス・システムズ・アメリカ・インクは、

北米・南米市場をターゲットにnon-PC端末向けの

組込みソフトウェアの開発・販売を主たる事業と

しておりましたが、平成16年１月末までに一部事

業を当社に移管し、また、当社グループにおける

同市場での開発・販売の再編および効率化を目的

として、清算することといたしました。 

 

 

（3）当該事業の損益に与える影響額 

清算により見込まれる損失額は、当期において子

会社株式評価損（752百万円）、貸倒引当金繰入額

（283百万円）として計上済みであります。 

清算手続結了時（平成16年６月予定）において、

保有資産の処分状況によっては、追加的に費用が発

生する可能性がありますが、その影響額は軽微であ

ります。 

 

  

２．役員の異動 

(1) 代表者の異動 

該当事項はありません。 

 

(2) その他の役員の異動 

該当事項はありません。 

 

(3) 就任予定日 

該当事項はありません。 

 

－  － 
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